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 2014年に策定したエネルギー基本計画については、策定から3年が経過し、エネルギー政策基本法で定められている検討の
時期にきている。このため、昨年8月9日に総合資源エネルギー調査会基本政策分科会を開催し、議論を開始。
11月28日に第2回、12月26日に第3回、2月20日に第4回を開催。

 また、我が国は、パリ協定を踏まえ、「地球温暖化対策計画」において、地球温暖化対策と経済成長を両立させながら、長
期的目標として2050年までに80％の温室効果ガスの排出削減を目指すこととしている。他方、この野心的な取組は従来
の取組の延長では実現が困難であり、技術の革新や国際貢献での削減などが必要である。このため、幅広い意見を集約し、
あらゆる選択肢の追求を視野に議論を行って頂くため、経済産業大臣主催の「エネルギー情勢懇談会」を新たに設置し、
昨年8月30日に第1回を開催。その後、9月29日、11月13日、12月8日、1月31日、2月19日、2月27日と、これまで
に7回開催。

エネルギー情勢懇談会 委員名簿
飯島 彰己 三井物産株式会社代表取締役会長
枝廣 淳子 東京都市大学環境学部教授、有限会社イーズ代表取締役
五神 真 東京大学総長
坂根 正弘 株式会社小松製作所相談役
白石 隆 独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所所長
中西 宏明 株式会社日立製作所取締役会長
船橋 洋一 一般財団法人アジア・パシフィック・イニシアティブ理事長
山崎 直子 宇宙飛行士

総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 委員名簿
坂根 正弘 （株）小松製作所相談役
秋元 圭吾 （公財）地球環境産業技術研究機構システム研究グループリーダー
伊藤 麻美 日本電鍍工業（株）代表取締役
柏木 孝夫 東京工業大学特命教授
橘川 武郎 東京理科大学イノベーション研究科教授
工藤 禎子 （株）三井住友銀行常務執行役員
崎田 裕子 ジャーナリスト・環境カウンセラー
武田 洋子 （株）三菱総合研究所政策・経済研究センター副センター長

チーフエコノミスト
辰巳 菊子 （公社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会常任顧問
寺島 実郎 （一財）日本総合研究所会長
豊田 正和 （一財）日本エネルギー経済研究所理事長
中上 英俊 （株）住環境計画研究所代表取締役会長
西川 一誠 福井県知事
増田 寛也 野村総合研究所顧問 東京大学公共政策大学院客員教授
松村 敏弘 東京大学社会科学研究所教授
水本 伸子 （株）IHI常務執行役員 調達企画本部長
山内 弘隆 一橋大学大学院商学研究科教授
山口 彰 東京大学大学院工学系研究科教授

「総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会」の開催と「エネルギー情勢懇談会」の設置
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今後の市場整備の方向性について

























今後の検討の方向性（案）

 将来のカーボンフリー社会実現に向け、エネルギーシステムについて、総力戦のための施策展開
が必要である。

 脱炭素化等を通じた将来のカーボンフリー社会の実現に向け、適切な電源・ネットワーク投資
の確保が必要。諸外国の先行事例も参考に、自由化環境下においても地球温暖化対応や
エネルギー安全保障などの政策目的がバランスよく確保されるよう、投資予見性の向上などの
環境整備を行うことが求められる。

 石炭・ガスについては、将来のカーボンフリー社会が実現するまでの間、主力エネルギー源である
ことから、火力発電の脱炭素化に向けた取組や、よりクリーンなガス利用へのシフトが求められる。

 世界的な市場拡大の中、電源・ネットワーク・ガスインフラ及びこれらに関する技術・ノウハウにつ
いて、パッケージ化も含めた海外展開が求められる。

 国内での再エネ拡大・電力・ガスシステム高度化や、分散型での最適化などを実現可能とする
AI、IoTを始めとしたデジタル技術等のイノベーションが求められる。
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